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( 1 ) まず第一に， 20世紀を通してアメリカにおける「貧困」とは， どの
ような水準のものとして定義されてきたのか。そしてこの「室園」に対処す






























うるであろう O 革新主義期と呼ばれた世紀初頭の時代， それも 1900年代後







63年 11丹， ジョン・ F・ケネディの不意の死を受けて政権の座についた







































合衆国語務省国勢謂査局が毎年発行する F統計抜粋年鑑JlStatistical A b-























家族7人以上 $ 5，090 
〔典拠]Mollie Orshansky，“Count-
ing the Poor，" Social 
Security Bulletin， 28 (J an. 
1965)， p.9より作成。




























































〔典拠) Diana Karter Appelbaum， “The 
Level of th白 PovertyLine: A His-
torical Survey，" Social Service 























査によると， 非農村地帯における水道， 瓦斯， 暖房などの使用料を含めた









宅戸数は約5800万戸，独立家屋はその内の 70ノマー セント， また 5戸以上の
共同住宅に含まれる戸数は 10パーセント程度の比率を占めたとして，以上







当であれば， われわれはこの住居の質払 民衆の歴史にとって， やはり際
? ?
だって新しい質のものであったことを承認せざるを得ない。






































































































































































































































を比較すると， それぞれの論者には明確な変化があったし， しかも 30年代
の過少消費説が結論において 20年代の福祉資本主義を否定し国家の社会
政策を要請する議論に行き着いた点では， 両者の議論の聞には社会思想の質
























































































































あった。が， これ以後， その比率は 65年までの 7年間さほどの上昇を示さ
なかった。再び比率が急上昇を見せたのは 66年以降であり， これ以後， 70 
年代中葉には 18パーセント台まで一気に上昇した。一方， その社会福祉関














王手 富良 能額 国民総生 総額 社会保検公的扶助教育関係その他ω社会福粧社会福紐教育聞係 総額 軍事支出
総生産 (1970年産に占め ぐBJiわゆ {宿万ドル): (商ド幼支出 (蔀ドめ 支出が犀支出が全支出を除 (1970年が全政府
{十億ドル)まで百万る全政府 (否万ドJ吟 民総生産政府支出く社会福 まで百万支出に占
ドJv，71年支出の害時 に占めるに占める祉支出が ドル.71める割合
以降は十合(%) 割合(%)割合(%)全政府支十年億以降は (%) 
億ドル) ;こ占める ドル〉
割合(%)
1902 (3) 21.6 1，660 7.7 532 11 258 263 2.5 32.0 16.5 162 9.8 
1913 39.6 3.215 8.1 1.000 15 525 460 2.5 31.1 14.8 245 7.6 
1922 (3) 74.1 9，297 12.5 2，868 36 57 1.713 1，062 3.9 30.8 12.4 864 9.3 
1927 (3) 94.9 11，220 11.8 3，707 64 79 2，243 1，321 3.9 33.0 13.0 599 5.3 
1929(4) 103.1 12，000 11.6 3.921 342 60 2，434 1.085 3.8 32.7 12.4 676 5.6 
1932 58.1 12，437 21.4 4，303 355 256 2，352 1，340 7.4 34β 15.7 702 5.6 
1934 65.1 12，804 19.7 5.832 362 2.531 1，914 1，025 9‘。 45.5 30.6 541 4.2 
1936 82.5 16，758 20.3 10.184 456 3，079 2，228 4，421 12.3 60.8 47.5 916 5.5 
1938 84.7 17，675 20.9 7.924 849 3.233 2，563 1，279 9.4 44.8 30.3 1，021 5.8 
1940 宮9.7 20，417 20司5 8，795 1，272 3，5宮7 2，561 1，365 8.8 43.1 30.5 1，567 7.7 
1942 157.9 45，576 28.告 8，609 1.376 1，550 2，694 2，989 5.5 18.9 13.0 22，633 49.7 
1944 210.1 109.947 52.3 8.228 1.256 1，032 2.800 3.140 3.9 7.5 4.9 74.670 67.9 
1946 208.5 79，707 38‘2 12，798 3，642 1，151 3，297 4，708 6.1 16.1 11.9 42，677 53.5 
1き48 257.6 55，081 21.4 18，652 3，603 1，702 4，897 8，450 7.2 33.9 25.0 10，642 19.3 
1950 284.8 70.334 24.7 23.508 4.947 2.496 6，674 9，391 8.3 33.4 23.9 12.118 17.2 
1952 345.5 99，847 28.9 25.576 5.671 2，585 8，246 9.074 7.4 25β 17.4 38，962 39.0 
1954 364.8 111，332 30.5 29，547 9，256 2.788 10，084 7，419 8.1 26.5 17.5 40，517 36.4 
1956 419.2 115.796 27.6 35.131 10.646 3.115 12.154 9.216 8‘4 30.3 19.8 35.553 30.7 
1958 447.3 134，931 30.2 45，457 15，957 3.615 15，313 10，572 10.2 33.7 22.3 38，宮98 28.9 
1960 503.7 151，288 30.0 52，293 19，307 4.101 17.626 11.259 10.4 34.6 22.9 41，340 27‘3 
1961 520.1 164.875 31.7 58.236 22.365 4，444 19，337 12，090 1L2 35.3 23.6 43，068 26.1 
1962 560.3 176，240 31.5 62，659 13，985 4.945 21.005 22，724 11.2 35.6 23.6 46.950 26.6 
1963 590.5 84，996 31.3 66，766 25，614 5，926 22，671 12，555 11.3 36.1 23.8 47，973 25.9 
1964 632.4 196.431 31.1 71.491 26.971 5.641 24，自89 13，890 11.3 36.4 23.7 49，341 25.1 
1965 684.9 205.550 30守O 77，175 28，123 6，283 28，108 14.661 11.3 37.5 23.9 48，385 23.5 
1966 749.9 224.813 30.0 88.000 31.934 7.301 32，825 15，940 11.7 39.1 24.5 53，770 23.9 
1967 793.3 257，800 32.5 宮9，710 37，339 8，811 35.808 17，752 12.6 38.7 24.8 66，782 25.9 
1968 864.2 282.645 32.7 113.840 42.740 11，092 40，5宮O 19，418 13.2 40.3 25.9 76，747 27.2 
1969 930.3 308，344 33.1 127.149 48，772 13，439 43，673 21，265 13.7 41.2 27.1 77，179 25.0 
1970 977.1 332.985 34.1 145，893 54.676 16.488 50.848 23.881 14.9 43.8 28.5 76，550 23.0 
1971 1，054.9 363 34.4 171，983 66，369 21，262 56，950 27，402 16.3 47.3 31.7 73.2 20.1 
1972 1.158.0 400 34.6 192，350 74.799 26，077 60.580 30.894 16.6 48.1 32.9 73.9 18.5 
1973 1.2ヨ4.9 436 33.7 214，179 86，118 28，697 65.258 34.106 16.5 49.1 34.1 73.9 16.9 
1974 1，472.8 478 32.5 23ヨ，397 99，002 31，520 70，534 38，341 16.3 50.1 35.3 79.1 16.5 
1975 1，598.4 560 35.0 290，084 123，013 41.308 80.834 44，929 18.1 51.8 37.4 86.6 15.5 
1976 1.782.8 625 35.1 331.955 145.703 48.693 87.730 49.829 18.6 53.1 39.1 91.0 14.6 
1977 1.990.5 682 34.3 360.602 160.883 53.266 93.878 52.575 18.1 52.9 39.1 97.8 14.3 
1978 2，249.7 745 33.1 394，377 175，090 53，394 101，519 64，374 17.5 52.9 39.3 105.8 14.2 
1事79 2，508.2 832 33.2 430，280 194.288 64.662 109，161 62，169 17.2 51.7 38.6 118.3 14.2 
1980 2，732.0 959 35.1 492，797 229.754 71.799 121.050 70.194 18.0 51.4 38.8 137.5 14.3 
1981 3.052.6 1.110 36.4 550，324 267，395 82，424 128，145 72，360 18.0 4事5 38.0 160.7 14.5 
I号82 3，166.0 1，233 38.9 594，785 302，615 80，852 133.874 77.444 18.8 48.2 37.4 189.3 15.4 
1983 3，405.7 1.351 39.7 642.077 331.058 85.830 141，813 83.376 18.9 47.5 37.0 213.2 15.8 
1984 3，772.2 1，428 37.9 671，972 342，264 89，871 152，025 87.812 17.8 47.1 36.4 229.1 16.0 
1985 4，014.9 1，581 39.4 730，399 372，529 96，777 166，418 94，675 18.2 46.2 35.7 252.7 6.0 
1986 4，240.3 1.696 40.0 770，522 3ヨ0.404 103，079 178.518 98.521 18.2 45.4 34.9 273.4 16.1 
(1)全政府支出とは，連邦政府支出の他，州および地方政府の全財政支出を含む。
(2)その他には. (3)に注記した年度を除いて. i保鍵医療プログラムJ.i復員軍人向け諸計画J，r住宅供給事業J.および「職業誠練
事業費等のその他社会福祉事業費」を含んでいる。「社会保険jの級自および「公的扶助のj の級部の内容については， U.S. 
Dept. of Commerce， Historical Statitics of the United States， Colonial Times to 1970 CBicentenial edition， 1975)の表 Series
Y 533-566(p.340)を参照。
(3) これらの年度の社会福祉支出は，H，るstoricalStatisticsの表SeriesY533-566 (pp.1120-1121)によったため.f也の年度 (Historical




〔典拠J1号02年から1970年まではじ.S. Dept. of Commerce， Historical Stat試にsof the United States， Colonial Times to 1970， 
pp. 224， 340， 1120。ただし(4)の1929年の全政府支出は筆者の推定。 1971年から73年については じ.S. Dept. of Commerce， 
Statistical A bstract of the United States (以下，SAUSと略記)， 1975， pp. 226， 259， 280， 3590 また1974年から84年は，










大略でいえば表5 (202頁)および表6 (203頁)も， 35年の制度が1境調に拡















合は， 45年が窪かに 3.3パーセントであり， 60年に入って 18.6パーセント
に上昇した。その後今日までほぼその枠にはいる 20ノマ一セント台をこえた
のは， 65年かちであった。 こうしたことからも第2次大戦から 60年代初頭
までの時期は，制度に包摂される対象勤労者数， また年金受給者数が急速に
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(3) 従って， 以下の年表に記されているのは， 35年社会保障法のうちのとくに①と③に
ついてであるo




(5) 年表作成に当たってはu.S. Code Annoted. Title 42. The Public Health and 
Welfare， section 1-1000 (West Publishing Co.， 1983) およびu.S. Statutes at 
Large， Vols.64 (1950-51)， 68 (1954)， 70 (1956)， 74 (1960)， 75 (1961)， 79 (1965)， 
81 (196の， 84 (1970-1971)， 86 (1972)， 94 (1980)を基本的資料としたがまかに次の
文章夫を参考としたc
The Office of Research and Statistics， The Department of Health， Education， 
and Welfare，“Social Security Legislation: Thirty Years in Review，" Social Secu-
rity Bulletin， Aug. 1965， pp. 1 -17; James Patterson， America 'sStruggle Against 
Poverty. 1900-1980 (Harvard University Press， 1981)， chs. 5， 10， 11; W. Andrew 
Achenbaum， Socia1 Security: Visions and Revision (Cambrirlge University Press， 
1986)， pp.13-99. 
1939年(A) ① 連邦管掌老齢年金の支給開始日を， 35年法において定められた 42年 1月 1

























































助金を 1974年 1月時点で独身者月 130ドル，夫婦対象者月 195ドルとするとい
う，生活保護対象者への最抵所得保証を目的とした生活費「補助保障制芝J







表5 老齢者・寡婦・身揮者保険 COld-Age，Survivors， and Disability Insurance) 
の展開 0940-1985) 
年 対象勤労者数(1) 年金受給者総数 月平均給持額 年間総給付額
〈吉万人〉 (千人) (退職労識者の (百万ドル〉
場合:単位ドル〉
1940 22.9 222 22.1 32 
45 38.6 1，288 23.5 274 
50 45.7 3，477 42.2 961 
5 70.6 7.962 59.1 4.968 
60 79.7 14.845 69.9 1，245 
65 93.6 20.867 80.1 18，311 
70 106.8 26，229 114.2 31.863 
75 120.0 32，086 207 66，928 
80 136.7 35，585 341 120.472 
85 148.6 37，058 479 186.195 
(1)該当年C初めにおいて年金制震が年金支給を保証する雇用に勤務，あるいは勤務した過去を持
つ勤労者の推定数。



































表6 要保護児童家装援助 (Aidto Families with Dependent Children)む展開
0940-1985) 
年 月平均対象者数および家族数 平均月当たり支給額(ドル) 年罵総給付額
総数(千人〉 家族数(千人〉 一人当たり 家族当たり (百万わレ)
1940 1，222 372 9.9 32.4 133 
45 943 274 15.2 52‘1 150 
50 2，233 651 20.9 71.5 556 
55 2.192 602 23.5 85.5 633 
60 3.073 803 28.4 108.4 1.056 
65 4，3号6 1，054 32.9 137.0 1，809 
66 4，666 1，127 36.3 150.1 1，924 
67 5.309 1，297 39.5 161. 7 2，280 
68 6，086 1，522 42.1 168.2 2.851 
69 7，313 1，875 45.2 176.1 3.565 
70 9.659 2，552 49.6 188.0 4.853 
75 11，404 3.568 72 229 9，211 
80 11.101 3.843 100 288 12.475 
85 10，924 3.721 118 341 15，196 
一」一一



























































爆発的に増加した。 これに費やされた経費は 67年から 70年の間に 2.1倍も
-205-
増加し，対象受給者数は 435万人， 125万世帯も増加した。 しかもこの増加
は速度をゆるめながらも 70年代半ばまで続いていた。 75年， この制度が対
象とした受給者数は 1140万人， 356万強の世帯であった。 われわれはここ
で， 次の事実を思い起こそうo 64年初頭， ジョンソン政権のもとで貧富追
放戦争が開始された折， 大統領経済報告が指摘した合衆国における貧困者数
は， およそ 3400万人前後であった。 かりにこの数がその後十年間絶対数に
おいて増えなかったとした場合， 75年， 合衆患の社会政策制度は， 以上の








年 貧困ライン 総数 人口比





















































































[典拠]SA US， 1968， p.329 ; SA US， 1978， p.465 ; SA US， 1981， p.746 ; SA US， 













くなかったと仮定した場合，人口の 4分の lにあたる 2020万の世菩が貧困
であったろう o 35年成立の社会保障法に起源を発する， 老齢者・寡婦・身
障者年金と失業保検を 2つの柱とする社会保険制度， および連邦の資金援助
を受けて州単位でなされる老齢者や貧困家庭等への現金扶助〈この場合中心にな
るのが要保護児童家族援助〉の制度によって， 以上の 2000万世帯の内の 1000万世
















































断を明確にしておかねばならないであろうO あらためてすでに見た表3 (198 
E を眺めてみたい。 この表を通して， 第2次大戦以後の合衆国全政府の支
出を見るとき， さしあたり次の 2点、を重要な事実として指摘することができ
るO まず第ーは， この期聞を通して全政府支出の国民総生産に占める割合が，
60年代には 3分の 1，80年代には 40ノマ一セントを越えるまでに拡大した点
であるO 第 2次大戦前のニューディール期さらには大戦直後の 48年の数字













































た。 この朝鮮戦争を契機とした軍事支出の増加が， 50年から 52年にかけて
一時的に社会福祉支出の増加を抑制した事実は 52年の社会福祉支出の政府












さて， 以上のごとき 20世紀後半の合衆国の福祉国家化の特徴とは， さら












年 人口 流入移民 人口増加率引 世界人口m
1890 63.056 455 2.07 
1895 69，580 258 1.91 
1900 76，094 448 1. 73 1，630，000 (4.6) 
1905 83.822 1.026 2.02 
1910 92，407 1，041 2.12 
1915 100，546 326 1.45 
1920 106，461 430 1.86 
1925 115，829 294 1.51 2，000，000 (5.8) 
1930 123，188 241 1.17 
1935 127.362 34 0.69 
1940 132.122 70 0.83 
1945 139，928 38 1.1 
1950 151.684 249 1.67 2，515，312 (6.0) 
1955 165，275 237 1. 78 2，751，558 (6.0) 
1960 180，671 265 1.60 3，019，376 (5.9) 
1965 194，303 296 1.26 3，335，927 (5.8) 
1970 205，052 373 1.17 3，697，918 (5.5) 
1975 215，973 386 0.99 4，079，753 (5.3) 
1980 227.757 531 1.20 4，450，210 (5.0 




[典拠]Historical Statistics， pp.8， 105; SA US， 1987， pp.8， 10， 11; Colin McEvedy 
and RiむhardJones， Atlαs 01 World Pupulation History (p告nguin，1978)， 












































あった。この年の移民を地域別にみると， ヨーロッパ志五らが約 120万人， ア
ジアからが4万人， 合衆国以外の西半球諸国からの移民が4万 l千人であっ
た。 これに対し 24年移民法が施行された 25年を見ると， ヨーロッパがは
万8千人， アジアが3千人強， 他方， 西半球諸国の移民が 14万 1千人，合
計して約29万4千人となっていた。 24年移民制限法が西半球地域を移民制
限対象国から外したことは改めていうまでもない点であり， このために西半
球からの移民は 1907年に較べて増加したが， この地域を例外として， ヨー
ロッパおよびアジアの移民供給地域に対して 24年移民制限法が及ぼした影
響は，上記の数字が示すように衝撃的であった。
一方， 逆に合衆国においては， この 24年移民法成立以後， ヨーロッパに
著しく遅れていた失業保険あるいは失業対策公共事業を含めた社会政策上の
諸フ。ランが州レベノレばかりか連邦レベルにおいてもようやく政治課題となり，





























































































第四点。 しかも 65年移民法には， 20世紀後半の合衆国が世界に示す極め
て重要な冨民の在り方についての姿勢が明示されていた。この移民法は，年






























































































































り， しかも今世紀末かち 21世紀にかけて， 合衆国国家が継承する政治的，
社会的制度の大きな枠組みにも当たるものであったことは， 60年代以降，
合衆国の最も先端的な政治経済思想、の間に起こった国家制震をめぐる様々な







ロウィの著作『自自主義の終罵J は， 先のカツレプレイスの 『ゆたかな社
会J 第二版が出された 69年に第一版が出版され， その後かなりの加筆がな

























































































































































註1 ) 小論は， 1991年 5月 19B名古星大学で開擢.された第41回日本西洋史学会大会企冨のシン
ボジウム 120世紀をどうみるかj における筆者の報告に， 事後，加筆穆正を加えたもので
あるο シンポジウムにおいて筆者が分担した役害IJは， 20世紀の中心的な大国であったアメ
リカ合衆国の存在またそむ歴史的変化を議論の中心において 20世紀史， また 20世紀にお
ける西欧と世界との関係を考えるという点にあった。
2) Lyndon B. Johnson，“Annual Message to the Congress on the State of the Union，" 
Jan. 8， 1964， in The Public Papers 0/ the Presidents 0/ the United States， Lyndon B. 
Johnson， Vol. 1 (GOP， 1965)， pp. 113 -115; Idem.，“Remarks at the University of 
Michigan，" May 22， 1964， in Ibid.， pp. 704 -706. 
3) U. S. President， Economic Reρort 0/ The President， 1964 (GOP， 1964)， pp. 55 -78. 
4) Ibid.， pp. 57 -59. 
5) Mollie Orshansky， "Counting the Poor: Another Look at the Poverty Profile，" Social 
Security Bulletin， VoL 28， Jan. 1965， pp. 3 -26. 
6) Ibid.， pp. 5 -9 . 
7) Economic Report of The President， 1964， p.58. 
8) U. S. Bureau of the Census， 1960 Census 0/ Housing， Vol. 1， part 1 (GOP， 1963)， p. 
XLIL 
9) lbid.， pp. XXV -XLIL 
10) ちなみに，連邦政府が設定した貧園ラインを 1965年の時点で分析した社会学者ミラーは，





の生活水準を示すものであるという点であった。 Herman P. Miller，“Changes in the 
Number and Composition of the Poor，" in Margaret S. Gordon， Poverty in America: 
Proceedings of a National Conference held at the University of Cali/omia， Berkley， Feb. 
26-28， 1965 (Chandler Publishing Co.， 1965)， pp. 91 -95. 
11) lohn Kenneth Galbraith， The A丈fluentSociety (Houghton担ufflin，1958)， pp.322 
333. 
12) ジョンソン政権が展開した貧富追放戦争については，さしあたり以下の文離がその簡単な概
要を紹介している。 Robert D. Plotnick and Felicity Skidmore， Progress Against 
Poverty: A Review 0/ the 1964-1974 Decade (Academic Press， 1975)， pp. 2 -11. 
13) Lyndon Johnson，“Special Message to the Congress Proposing a Nationwide War on 
the Sour詑cesof Pover社ty仏"March 16，1凶964，in The Public Paρers : Johnson， V 01. 1 ， pp. 376 
-377. 
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